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i 意味と意義   と何が違うのか。その答えは、これが法律学の側   
からのアプローチであることにあると思われる。   
上記のように、それまでにも法律学が経済学的な   
考えを必要とした場而はあった。しかし、それは   
極めて限定的な部分に過ぎず，それ以外の大部分   
において、法律学は法律学の論理だけで法律を説   
明しようとしたし、社会を理解しようとしてきた。   
「法と経済学」の特徴は、この残りの大部分にお   
いても、経済学的な論理が当てはまるのではない   
かと考えたところにある。そのいくつかはこの後   
触れていくことになるだろうが、代表的なところ   
では、所有権や不法行為、契約上のリスクの分散   
などに適用され、その研究範囲は市場取引に関す   
る領域から、非市場領域にまで拡大してきている。  
この節の最後に、「法と経済学」が何をもたらそ   
うとしているのかを述べておく。これまで法律が   
もっぱら関心を寄せていたのは、何が正義か、何   
が衡平か、ということだった。青いかえれば、あ   
るパイをどのように切ればいいか、が第一の関心   
事であり、パイ自体の大きさはそれ以下でしかな   














































度な理論展開を見せたパレー ト最適をもって、効  
率性の規準とする。  
註 経済学的効率性について   
上記のように「法と経済学」が経済学的な効率  
性を重視する以上、ではその効率性とは一体何な  










物の個人間の配分は最適状態にある、とされる。   
次に、カルドア＝ヒックス基準だが、こちらは  
ある社会状態から他の状態への移行において、勝  
i概要   
法の経済分析における中心的なアイディアの叫－【・  









る、というものである。   









きに、効率的であるという。   
このように、経済学の側でも効率性についての  
認識は分かれており、それぞれの基準に対して批  
判もある。例えば、パレート最適は誰にでも受け  二つ、－－・つは防煙装置を150ドルの費用で工場の  
































Ⅴ（Ⅹ¢）－C（Ⅹ0トーIj（g8－g）－J（g）  （Ⅲ－」）  
により与えられ、パレート最適はこれを最大化す  


























韮経済学的な論証   
次に、モデルや限界概念などを用いて、コース  






























































































羞i取引費用について   
（コースの定理への批判と真意）  








てくる。   
では、コースの考えを多少詳しく見ていくこと  


























































































1）  B2の申し出た金額に関わらず契約通り  
Blに売る  
2） B2のFrlし出た金額に関わらず契約違反  
をしてB2に売る（Blに相応の賠償をする）  












































で契約法は存在しているのである。   
ではここで例を設定し、まず「完全な契約」●が  
なされたときに効率性の観点から見てどのような  
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をq】し出るときには契約違反を決意するが、180  
ドルの場合はそうではないだろう。これは先の3）   
の場合と同じ結果であり、予想損害賠償による救   
済方法は効率的な結果をもたらすことになる。   
次に、信頼損害賠償の場合。Blが契約に加入し   
ていなかったら占めていたであろう状態にするに   
は、Blに信頼支出分の10ドルと、約定価格を払   
い戻すことが必要である。約定価格は150～190   
ドルの間に決定されることになっていたが、ここ   
で160ドルに決まったとすると、契約速反があっ   
た場合に、この方法によってS・が支払うべき賠償   
金は170ドルである。これを所与とすれば、B2   
が180ドルを申しと‡1てきても、SはB2へ売ること   
を決定することになるが、2）の結．果と同じこと   
になる。結局、Sは（社会的に）非効率な契約違反   
をすることとなるから、信頼損害賠償による救済   
は効率的なルールとは言えない。   
最後に、原状回復損害賠償の場合だが、BlがS   
に与える唯一の便益は、彼が前もって約定価格を   
支払っている、ということである。よって、それ   
に相当する金額をBlに与えるには、約定価格を   
Blに払い戻すようにSに強制することが必要であ   
る。これも、信頼損害賠償の場合と同じように考   
えて、約定価格が180ドル以下であればSは賠償   
金を払ってでも契約違反をすることになり、非効   
率な結果が発生する。さらに、この方法では信頼   
支出が賠償金に含まれない以上信頼損害賠償のと   
きと比べて賠償金も低くなり、より非効率な契約   
違反が発生しがちである、とも言える。  
ここから得られる契約法の経済的効果に関する   
－－▲般的な結論としては、契約違反に関して効率的   
なインセンチイブを引き出す唯一の救済方法は、   
予想損害賠償によるものだ、ということである。   
これは、この方法によれば違反者は被違反者に対   
して財の評価額を払わざるを得ないからであり、   
もし別の買い手がその値段以上でその財を評価す   
れば、その買い手が所有するのが効率的であって、   
売り手はより高い申し出を得るペく契約に違反す   
るインセンティプを持つ。…－・方、別の買い手の評   
価額が当初の買い手の評価額よりも低ければ、契  

















































































履行された場合は正の利得をもたらし、されなか   

























を知っているものとする。   
このとき、Blは追加投資を決心するだろうか。  








効率的ではないことになる。つまり、取引費用が  った場合は負の利得をもたらす危険投資となる。  

























ら必要な作業である、といえる。   
では、この牽で用いている例を若干修正して、  
危険回避的な当事者がいる場合の契約に際してど  















































不確実な利得よりも確実な利得を好む。例えば、1  ① 取引費用が0のとき  














































るほどSの危険負担が大きくなるのである。   
②取引費用が正のとき（各種救済方法の効果）  
以上をもとにして、本例における契約上の危険   
を各種救済方法が最適に配分するのかどうかを見   
ていくことにする。  
まず、予想損害賠償による救済では、契約違反   
があった場合に買い手は、契約違反が発生してい   
ればなっていいただろう状態に買い手をとどめて   
おく金額を勝ち取れたから、この場合の賠償額は   
200ドルに相当する。したがって、B2の申し出が   
あるかないかにBlの利潤は依存していないが、S   
の利潤は依存することとなり、B2のFPし出という   
偶発的な事態のリスクは全てSが負担しているこ   
とになる。つまり、最適な危険配分の議論にもと   
づけば、予想損害賠償による救済は、買い手が危   
険回避的で売り手が危険中立的である場合にのみ   
効率的である、ということができる。  
次に、信頼損害賠償による救済と、原状回復損   
害賠償による救済であるが、これらの方法による   
賠償額は、約定価格によって決まるとはいえ、決   
してBlの評価額である200ドルを上回ることはな   
い。その一方で最適危険配分による損害賠償額は   
200ドルを’■F回ることはなかったので、これらの   
方法によって契約上の危険を最適に配分すること   
はできない、ということになる。  
以上から、買い手が危険回避的、売り手が危険   
中立的である場合に限り、予想損害賠償による救   
済は危険を最適に配分するが、これ以外の場合と、   
その他の2つの方法によっては危険の最適配分が   
なされないことが分かった。しかし、必ずしも買   
い手が危険回避的で売り手が危険中立的とは限ら   
ないから、予想損害賠償による救済と言えども効   
率的ではないことも多々あると考えられる。そこ   
で、第4の方法として、確定損害賠償による救済  
























































生じないからである。   
では、ここからはこれまでの議論をもとにして、  
わが国における現行の救済方法を検討していきた   
い。   
民法上、契約の成立によって買い手（Bl）には  
代金の支払いをする債務が、売り手（S）には商品   
を受け渡す債務が発生するが、現在考えている状  
況では約定価格は支払済みということになってい  
たので、売り手の側の債務だけが残っ七いること   
になり、買い手が債権者、売り手が債務者である   
と規定できる。ここで、売り手が契約に違反して  
商品を他の買い手（B2）に売ることを決定したと  
すると、当初の買い手に対する債務を履行するこ   
とができなくなることを意味するから、ここで持   




範囲は通常生ずべき損害、または予見可能な損害   
としている（同416粂）。すなわーち、契約違反があ   
ったからといって特に刑事罰を課せられるわけで   
はなく、損害を賠償しさえすれば足りるとしてい  















































































































































ない。   
所得の再配分に用いられる手段としてまずあげ  
られるのが、租税や移転による再配分である。こ  







課税されることで供給曲線が上方にシフトし、新  ここまでの議論で効率性という視点から法律を  
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再配分を行ってしまい、効率性をさらにロスする  
結果になる。   
とができ、その様な存在として法としての価値を   
見出す。そして、この2つはときとして矛盾する。   
例えば、「法的安定性」という観点から見れば、安   
定がもたらされている限り、『悪法も法なり』とい   
う考え方が発生するが、「正義」を実現する法、と   
いう観点からすれば、悪法には法としての価値が   
ないことになる。  
では、なぜこのような矛盾が発生するのか。そ   
の答えの一一一つに、「正義」という観念の多様さ、曖   
昧さがある。何をもって′「正義」とするかは法学   
の中でも、特に多義的かつ混迷を深めており、現   
在に至っても一つの解答を得ているとはもちろん   
青えない。古くはアリストテレス以来、様々な「正   
議論」が生まれてきてはいるが、その中には正義   
を個人の良心や資質としての徳と同視したり、神   
と同視するものさえある。   
ただ、このような考え方から時、道徳規範とし   
ての法のあり方は導き川せるかもしれないが、そ   
れが現実社会に即しているとは考えにくい。法が   
単純な道徳規範とは異なり、社会関係または社会   
制度における利益や負担の割り当てを決定するも   
の、と捉えるのであれば、正義は具体的にその基   
準となる規範と考えることができる。ここで注目   
すべきなのが、特定の誰かまたは一－一一・般に人々が正   
義という語によって表現しようとした事実、また   
は人々はいかなる状況の存在するときに正義と考   
えるか、という事実を明らかにしようとする社会   
心理学的なアプローチである。その中で有力な理   
論が「公平理論」と呼ばれるものである。これは   
「投下した費用に見合った報酬を受けることを   
人々は正義と感じる」という命題を曹遍的なもの   
として、このような状態を公平と呼ぷ。この考え   
方は0血putの最大化行動を行うホモエコノミッ   
クス的個人を前提としており、いわば効率性の観   
点に最も馴染む考え方であろう。しかし、この理   
論では投下できる資源を多く有するものほど自ら   
多くの場合に公平だと意識することになるが、こ   
れは「強者の論理」を認めていることになりかね   
ず、法の基準としての正義にはふさわしくない両   
を持つ。そこで、そのような正義により当てはま  
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